
 平成１７年３月期  第３四半期業績の概況（連結）
平成１７年 ２月 １日

上場会社名    中部飼料株式会社  （コード番号：2053  東証・名証各第２部）

（ＵＲＬ　http://www.chubushiryo.co.jp/ ） 本社所在都道府県：愛知県　

問合せ先  代表者役職・氏名 取  締  役  社  長　　　　　　　平　 野　 　宏 （TEL(0562)33-2102）

　　　　　責任者役職・氏名 専務取締役管理本部長 中　村　勝　光

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

  ①  会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：有

　　　・影響額が僅少なものにつき、一部簡便的な手続きを用いています。

　②　最近連結会計年度からの会計処理方法の変更の有無 ：無

　③  連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：無

２．平成17年3月期第3四半期業績の概況（平成16年4月1日～平成16年12月31日）

（１）経営成績（連結）の進捗状況 （単位：百万円未満切捨て）

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益
四半期（当期）
純   利   益

百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 
17年3月期第3四半期 74,732 1,510 1,639 1,117

16年3月期第3四半期 66,836 2,537 2,531 1,514

（参考）16年3月期 89,404 3,013 3,097 1,789

  
１株当たり四半期
（ 当 期 ）純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり四半期
（ 当 期 ） 純 利 益

円  銭    円  銭    
17年3月期第3四半期

16年3月期第3四半期

（参考）16年3月期

(注）１．売上高、営業利益、経常利益、四半期純利益におけるパーセント表示は、対前年第３四半期増減率を記載しております。

　　 ２．１６年３月期は、四半期決算開示初年度のため対前年第３四半期増減率を記載しておりません。

[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等]

 　当第３四半期におけるわが国経済は、堅調な民間設備投資並びに有効求人倍率の向上にて、緩やかな回復を維持し

 ているかに見える一方、家計所得の伸び悩みによる個人消費の減少により力強い景気回復には至りませんでした。

 　食品業界を取り巻く環境は、トレーサビリティーに代表される｢食の安全・安心｣への価値が一段と見直される状況

 となりました。

 　このような状況のなか、当社グループでは、新市場の開拓はもとより顧客の要望に合致した新製品の開発、積極的

 な販売活動の推進による売上拡大を図る一方、経費の節減に努め、業績向上に努めました。

 　その結果、当第３四半期までの売上高は、飼料販売価格の値上げもあり前年同期比１１．８％増の７４７億３２百

 万円、経常利益は、飼料価格安定基金負担金の積増しが発生し、前年同期比３５．２％減の１６億３９百万円、四半

 期純利益は、前年同期比２６．２％減の１１億１７百万円となりました。

 　一方、前期より行ってまいりました「ＢＳＥ」への対応策（牛用配合飼料と鶏・豚用配合飼料の製造工程における

 交雑防止法制化）に係る設備投資が当期中に全６工場完工致します。

 　設備投資額として１２０億円程を予定しております。この設備投資により、自社工場の独自性を生かし特性ある飼

 料の製造・販売を行い業績向上に総力を挙げて取組んでまいります。

（２）財政状態（連結）の変動状況

総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率
１株当たり
株 主 資 本

百万円   百万円   ％    円  銭   
17年3月期第3四半期

16年3月期第3四半期

（参考）16年3月期

－ １ －
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（３）連結キャッシュ･フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期   末   残   高

百万円   百万円   百万円   百万円   
17年3月期第3四半期

16年3月期第3四半期

（参考）16年3月期

[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等]

 　当第３四半期における連結ベースの現金同等物は５億９５百万円となり、前期末と比べ２億５百万円の増加となり

 ました。

 　第３四半期の各活動におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

 　売上債権の増加、減価償却費の計上等の結果、営業活動によるキャッシュ・フローは１３億８３百万円の減少とな

 りました。

 　固定資産の取得による５５億６６百万円の支出等の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは５３億２５百万円

 の支出になりました。

 　また、借入金の増加７２億３１百万円等により、財務活動によるキャッシュ・フローは６９億１３百万円の増加と

 なりました。

[業績予想に関する定性的情報等]

 　平成１７年３月期の業績予想（連結・個別）につきましては、平成１６年１１月２５日発表したものから、現段階

 において変更はありません。

 通期の見通しに関する注意事項

 　当資料に記載されている内容は、種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の計画数値、施策の実現を確

 約したり、保証するものではありません。
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１．要約連結貸借対照表
（単位：千円）

期    別  前第３四半期末 当第３四半期末 前連結会計年度

(平成15年12月31日) (平成16年12月31日) (平成16年3月31日)

  科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 流  動  資  産 26,747,927 53.4 28,407,118 47.6 24,815,588 48.6 3,591,529

679,227 595,632 390,111 205,520

20,621,967 21,542,139 18,550,536 2,991,602

3,588,406 3,669,346 3,769,489 △ 100,143

1,896,777 2,706,518 2,242,267 464,251

△ 38,451 △ 106,518 △ 136,817 30,298

Ⅱ 固  定  資  産 23,314,924 46.6 31,254,756 52.4 26,277,701 51.4 4,977,055

有 形 固 定 資 産 18,357,943 36.7 25,851,374 43.3 20,866,471 40.8 4,984,902

建 物 及 び 構 築 物 5,961,174 6,909,662 5,860,470 1,049,191

機械装置及び運搬具 4,455,104 6,878,799 4,264,106 2,614,692

工 具 器 具 備 品 1,056,511 1,082,877 1,019,599 63,277

土 地 6,749,252 6,990,694 7,004,994 △ 14,300

建 設 仮 勘 定 135,900 3,989,341 2,717,300 1,272,041

無 形 固 定 資 産 199,479 0.4 272,109 0.5 187,773 0.4 84,335

投資その他の資産 4,757,502 9.5 5,131,272 8.6 5,223,455 10.2 △ 92,183

投 資 有 価 証 券 2,629,740 3,195,745 3,162,812 32,932

長 期 貸 付 金 1,530,328 1,226,180 1,336,565 △ 110,385

そ の 他 1,301,401 1,495,559 1,440,376 55,183

貸 倒 引 当 金 △ 703,967 △ 786,212 △ 716,299 △ 69,913

資 産 合 計 50,062,852 100.0 59,661,874 100.0 51,093,289 100.0 8,568,584

対前連結
会計年度
増 減 額

そ の 他

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

－ ３ －



（単位：千円）

期    別  前第３四半期末 当第３四半期末 前連結会計年度

(平成15年12月31日) (平成16年12月31日) (平成16年3月31日)

  科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 流  動  負  債 20,676,758 41.3 24,148,749 40.5 20,031,202 39.2 4,117,546

10,134,082 9,096,583 9,145,165 △ 48,582

7,100,000 10,300,000 6,900,000 3,400,000

642,710 1,085,446 863,550 221,896

502,587 207,725 812,380 △ 604,655

152,276 170,733 306,871 △ 136,138

2,145,101 3,288,262 2,003,235 1,285,026

Ⅱ 固  定  負  債 4,748,558 9.5 9,632,880 16.1 5,829,478 11.4 3,803,402

1,519,600 5,992,154 2,382,950 3,609,204

604,381 575,822 556,554 19,268

412,839 461,447 424,769 36,678

868,003 778,484 845,624 △ 67,139

1,343,733 1,824,971 1,619,581 205,390

負 債 合 計 25,425,316 50.8 33,781,630 56.6 25,860,681 50.6 7,920,948

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 - - - - - - -

（資 本 の 部）

Ⅰ 資    本    金 2,695,214 5.4 2,695,214 4.5 2,695,214 5.3 -

Ⅱ 資 本 剰 余 金 2,294,543 4.6 2,294,543 3.8 2,294,543 4.5 -

Ⅲ 利 益 剰 余 金 19,117,341 38.2 20,135,124 33.8 19,392,771 38.0 742,352

Ⅳ その他有価証券評価差額金 714,816 1.4 943,244 1.6 1,034,923 2.0 △ 91,679

Ⅴ 自  己  株  式 △ 184,380 △ 0.4 △ 187,883 △ 0.3 △ 184,846 △ 0.4 △ 3,037

資 本 合 計 24,637,535 49.2 25,880,244 43.4 25,232,607 49.4 647,636

負債 ､少数株主持分
及 び 資 本 合 計

50,062,852 100.0 59,661,874 100.0 51,093,289 100.0 8,568,584

長 期 借 入 金
(１年以内返済予定)

未 払 法 人 税 等

対前連結
会計年度
増 減 額

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

そ の 他

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

連 結 調 整 勘 定

－ ４ －



２．要約連結損益計算書
（単位：千円）

期    別  前第３四半期累計 当第３四半期累計 前連結会計年度

自 平成15年 4月 1日
至 平成15年12月31日

自 平成16年 4月 1日
至 平成16年12月31日 増 減 額

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

  科    目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売    上    高 66,836,766 100.0 74,732,910 100.0 7,896,143 89,404,349 100.0

Ⅱ 売  上  原  価 57,888,395 86.6 65,947,115 88.2 8,058,720 77,702,240 86.9

売 上 総 利 益 8,948,371 13.4 8,785,794 11.8 △ 162,576 11,702,109 13.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,410,670 9.6 7,274,885 9.7 864,215 8,689,055 9.7

営 業 利 益 2,537,701 3.8 1,510,908 2.1 △ 1,026,792 3,013,054 3.4

Ⅳ 営 業 外 収 益 315,425 0.5 319,076 0.4 3,651 452,525 0.5

Ⅴ 営 業 外 費 用 321,848 0.5 190,606 0.3 △ 131,242 368,033 0.4

経 常 利 益 2,531,277 3.8 1,639,378 2.2 △ 891,898 3,097,546 3.5

Ⅵ 特  別  利  益 118,707 0.1 227,811 0.3 109,103 49,257 0.0

Ⅶ 特  別  損  失 80,000 0.1 41,560 0.1 △ 38,440 89,153 0.1

税金等調整前四半期(当期)純利益 2,569,984 3.8 1,825,629 2.4 △ 744,355 3,057,650 3.4

法人税､住民税及び事業税 1,086,821 1.6 562,926 0.7 △ 523,894 1,412,497 1.6

法 人 税 等 調 整 額 △ 51,294 △ 0.1 145,605 0.2 196,899 △ 164,735 △ 0.2

少 数 株 主 利 益 20,142 0.0 - - △ 20,142 20,142 0.0

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 1,514,314 2.3 1,117,097 1.5 △ 397,216 1,789,744 2.0

－ ５ －



３．要約連結剰余金計算書
（単位：千円）

期    別  

  科    目
自 平成15年 4月 1日
至 平成15年12月31日

自 平成16年 4月 1日
至 平成16年12月31日

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高

Ⅱ 資本剰余金四半期末(期末)残高

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高

Ⅱ 利益剰余金増加高

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

Ⅲ 利益剰余金減少高

配 当 金

取 締 役 賞 与 金 60,000

Ⅳ 利益剰余金四半期末(期末)残高 1,017,783

△ 397,216

△ 397,216

61,624

52,412

増 減 額

-

-

1,476,624

前第３四半期累計

17,916,146

2,294,5432,294,543

当第３四半期累計

2,294,5432,294,543

20,135,124

19,392,771

374,744

314,744

1,117,097

1,117,097

前連結会計年度

262,331

313,119

17,916,146

2,294,543

1,789,744

2,294,543

50,788

19,392,771

1,789,744

50,788

313,119

1,514,314

19,117,341

262,331

1,514,314

9,211

－ ６ －



４．要約連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

期    別   前第３四半期累計 当第３四半期累計 前連結会計年度

自 平成15年 4月 1日
至 平成15年12月31日

自 平成16年 4月 1日
至 平成16年12月31日 増 減 額

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

   科    目 金    額 金    額 金    額

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前四半期(当期)純利益 2,569,984 1,825,629 △   744,355 3,057,650
減価償却費 1,388,653 1,299,152 △    89,501 1,883,620
連結調整勘定償却額 △    25,797 △    67,139 △    41,341 △    48,177
賞与引当金の増減額（減少:△） △   208,495 △   136,138 72,357 △    53,901
退職給付引当金の増減額（減少:△） 7,958 19,268 11,310 △    39,868
役員退職慰労引当金の増減額(減少:△) 21,180 36,678 15,497 33,110
貸倒引当金の増減額（減少:△） 75,120 47,129 △    27,991 309,088
受取利息及び受取配当金 △    67,372 △    56,052 11,320 △    78,819
支払利息 48,951 79,125 30,174 65,157
為替差損益（差益:△） 13,177 - △    13,177 163
投資有価証券売却益 △     3,834 △     9,727 △     5,893 △     6,909
投資有価証券売却損 - 42 42 -
ゴルフ会員権評価損 2,400 3,750 1,350 2,450
固定資産売却益 △    43,609 △   218,084 △   174,475 △    42,348
固定資産除売却損 77,600 37,767 △    39,833 86,703
売上債権の増減額（増加：△） △ 4,054,637 △ 3,100,262 954,374 △ 2,094,326
たな卸資産の増減額（増加：△） 14,449 100,143 85,693 △   166,633
仕入債務の増減額（減少：△） 3,441,815 △    50,634 △ 3,492,450 2,468,224
役員賞与の支払額 △    56,500 △    60,000 △     3,500 △    56,500
その他の増減額 216,689 57,481 △   159,208 △     1,040
        小計 3,417,735 △   191,869 △ 3,609,604 5,317,642
利息及び配当金の受取額 65,217 54,967 △    10,250 78,179
利息の支払額 △    56,194 △    77,428 △    21,234 △    69,417
法人税等の支払額 △ 1,246,843 △ 1,168,703 78,140 △ 1,262,727
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,179,914 △ 1,383,034 △ 3,562,949 4,063,677

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
貸付けによる支出 △ 1,001,939 △   730,314 271,624 △ 1,064,939
貸付金の回収による収入 1,104,301 830,243 △   274,058 1,165,907
有価証券の取得による支出 - △   190,920 △   190,920 -
有価証券の売却による収入 9,620 12,937 3,316 13,881
連結子会社株式の追加取得による支出 △    55,190 - 55,190 △    55,190
固定資産の取得による支出 △   895,276 △ 5,566,695 △ 4,671,418 △ 3,892,508
固定資産の売却による収入 154,717 265,851 111,134 108,239
その他投資等の取得による支出 △    28,258 △    31,064 △     2,805 △    52,358
その他投資等の売却による収入 11,373 84,888 73,514 19,780
投資活動によるキャッシュ・フロー △   700,651 △ 5,325,073 △ 4,624,421 △ 3,757,187

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 30,400,000 47,550,000 17,150,000 39,300,000

短期借入金の返済による支出 △31,500,000 △44,150,000 △12,650,000 △40,600,000

長期借入れによる収入 600,000 4,600,000 4,000,000 1,900,000

長期借入金の返済による支出 △ 1,345,794 △   768,900 576,894 △ 1,561,604

自己株式の取得による支出 △     1,816 △     3,037 △     1,220 △     2,281

配当金の支払額 △   262,811 △   314,434 △    51,623 △   262,878

少数株主への配当金の支払額 △     7,620 - 7,620 △     7,620

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,118,041 6,913,628 9,031,670 △ 1,234,383

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額（減少:△） △   638,778 205,520 844,299 △   927,894

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 1,318,006 390,111 △   927,894 1,318,006

Ⅵ現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 679,227 595,632 △    83,595 390,111
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数    ４社

(2)非連結子会社の数  １社

  非連結子会社１社は小規模会社であり、総資産、売上高、第３四半期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも第３四半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ておりません｡

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社  １社

  非連結子会社１社は、第３四半期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の第３四半期決算日等に関する事項

    連結子会社の第３四半期決算日と第３四半期連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

    その他有価証券

時価のあるもの 第３四半期連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

  より算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ たな卸資産

商 品 主として移動平均法による原価法

製 品 ・ 仕 掛 品 総平均法による低価法

原 材 料 移動平均法による低価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。

  なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

    建 物 及 び 構 築 物     ３～５０年

    機械装置及び運搬具    ４～１３年

② 無形固定資産

  定額法

  ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

－ ８ －



(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

  売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

  従業員の賞与の支給に充てるため､支給見込額に基づき当第３四半期負担額を計上しております｡

③退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当第３四半期末において発生していると認められる額を計上しております。

  なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定率法により翌連結会計年度から費用処理することとし、過去勤務債務は、その発生時の連

結会計年度に一括費用処理することとしております｡

④役員退職慰労引当金  

  役員の退職慰労金の支出に充てるため、役員退職慰労金規程に基づく第３四半期末要支給額を計

上しております。

(4)重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段   金利スワップ及び為替予約

  ヘッジ対象   借入金の支払金利及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針

リスクをヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法

累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

(6)その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金､要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

主として、提出会社のリスク管理に関する社内規程に基づき、金利変動リスク及び為替変動

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の

－ ９ －



５．セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕

  前第３四半期累計（自 平成 15 年 4 月 1 日  至 平成 15 年 12 月 31 日） （単位：千円）

飼料事業 畜産用機器事業 不動産賃貸事業 その他事業 計 消去又は全社 連   結

 売    上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 57,741,690 1,797,008 356,572 6,941,494 66,836,766 - 66,836,766

 (2)セグメント間の内部売上 - 11,001 5,167 332,691 348,859 (348,859) - 

     高又は振替高

       計 57,741,690 1,808,009 361,739 7,274,185 67,185,626 (348,859) 66,836,766

 営  業  費  用 55,286,534 1,572,300 131,407 7,133,734 64,123,976 175,089 64,299,065

 営  業  利  益 2,455,156 235,709 230,332 140,451 3,061,649 (523,948) 2,537,701

  当第３四半期累計（自 平成 16 年 4 月 1 日  至 平成 16 年 12 月 31 日） （単位：千円）

飼料事業 畜産用機器事業 不動産賃貸事業 その他事業 計 消去又は全社 連   結

 売    上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 65,377,022 1,757,941 350,448 7,247,498 74,732,910 - 74,732,910

 (2)セグメント間の内部売上 - 7,096 5,355 324,029 336,480 (336,480) - 

     高又は振替高

       計 65,377,022 1,765,037 355,803 7,571,527 75,069,390 (336,480) 74,732,910

 営  業  費  用 63,927,364 1,558,443 131,141 7,362,013 72,978,963 243,037 73,222,001

 営  業  利  益 1,449,657 206,593 224,661 209,513 2,090,427 (579,518) 1,510,908

  前連結会計年度（自 平成 15 年 4 月 1 日  至 平成 16 年 3 月 31 日） （単位：千円）

飼料事業 畜産用機器事業 不動産賃貸事業 その他事業 計 消去又は全社 連   結

 売    上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 77,234,017 2,516,661 475,395 9,178,275 89,404,349 - 89,404,349

 (2)セグメント間の内部売上 292 11,056 6,952 441,771 460,072 (460,072) - 

    高又は振替高

       計 77,234,309 2,527,717 482,347 9,620,046 89,864,422 (460,072) 89,404,349

 営  業  費  用 74,243,197 2,225,779 188,070 9,444,519 86,101,566 289,729 86,391,295

 営  業  利  益 2,991,112 301,938 294,277 175,526 3,762,855 (749,801) 3,013,054

 （注）１．事業区分は製品・商品の種類及び性質を考慮した区分によっております。

       ２．各事業の主な製品

         (1) 飼  料  事  業 …… 養鶏用、養豚用、養牛用及び養魚用飼料、ペットフード

         (2) 畜産用機器事業 …… 畜産用機器

         (3) 不動産賃貸事業 …… 不動産賃貸

         (4) そ の 他 事 業 …… 畜産物、肥料、リース等

〔所在地別セグメント情報〕

    本邦以外の国又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

〔海外売上高〕

    海外売上高はないため、該当事項はありません。
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